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住宅・福糧政策の運携の変遷と実態に閥する観究

一自治体の高齢者居住施策にみる連携の到達点と展望一

主査佐藤由美*1

委員三浦研*2,長谷川洋*3,塩路 安紀子粗

本研究は,高齢者居住政策をもとに住宅・福祉政策の連携の実態や課題を把握し,今後の政策の方向性を検討することを目的として

いる。まず,高齢者等対応住宅政策の変遷をたどり,高齢者福祉政策との関係の変化を把握し鶴さらに,自治体住宅部局・福祉部局

を対象にアンケート調査,インタビュー調査,事例調査を実施した。その結果,1)一部の自治体は効果的な連携施策を実施している

が,多くの自治体では実質的な連携が図られていないこと,2)今後,市民(住み手)のニーズの把握等による課題の共有化が必要な

こと,3)地域づくりの観点で福祉や都市計画,まちづくり等と総合的な連携を図っていくことが重要なこと,等を明らかにした。
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7)シルバーハウジング・プロジェクト,8)公営住宅,9)民間住宅
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1.はじめに

1.1研究の背景

2006年,日本の住宅政策は大きな転換点を迎えた。

住生活の安定と向上をめざす住生活基本法が制定され,

地方分権の推進とあわせ,地方自治体では地域の実情に

応じた主体的な取り組みが一層強く求められるようにな

った。とりわけ,超高齢社会に対応すべく,住宅と福祉,

まちづくり等の複数領域の連携とそれによる居住サービ

スを含めた総合的な居住政策への転換が期待されている

如L文2)。例えば,障害者,外国人,ひとり親世帯,ホ

ームレス等,多様な住宅困窮者の居住の安定や大規模住

宅団地のコミュニティ形成支援等,従来,住宅部局だけ

では対応が困難であった課題への対応が求められている。

それら複数領域にまたがる政策の先鞭をつけたのが高

齢者や高齢社会に対応した住宅政策であり,「住宅と福

祉の連携」によるシルバーハウジング・プロジェクト等

の施策が生まれ,20年余が経過している。しかし,

「連携」による効果の検証や課題の抽出とそれを踏まえ

た政策へのフィードバックは十分でないまま,代表的な

連携施策として,今日に至っている注1)。

また,この間,連携の背景となる経済社会状況は大き

く変動し,住宅政策,福祉政策ともに大きな変化を遂げ

ている。このため,20年前に構築された連携の位置づ

けや役割にも変化があると思われる。さらに,地方分権

に伴い,政策主体が基礎自治体に移行しっっあること等

を踏まえ,連携施策の評価やこれからの新たな連携の道

筋を明らかにしていくことが必要であると考えられる。

1.2研究の目的

そこで,本研究では,高齢者・高齢社会対応住宅政

策の一環として「住宅と福祉の連携」が模索され始めた

当初からの住宅政策と福祉政策の変遷をたどるとともに,

現在の「連携」の実態や到達点を把握し,課題及び今後

期待される住宅政策の方向性にっいて考察を行うものと

する。

具体的には,以下のような事項の検討を目的とする。
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①「連携」の実態把握による課題の検討

現在までに実施されてきた連携施策の実態・到達点や

その波及効果を把握し,福祉政策の今後の方向性を前提

とした住宅政策の課題を明らかにする。例えば,行政か

ら民間へ主体の変更,政策実施主体の自治体への移行等

の動きの中で,自治体の連携施策の位置づけの変化(福

祉施策との一体化や一般施策化等),具体的な取り組み

の内容や手法の変化等が想定される。今後,両政策の変

化も鑑みながら,政策実施主体としての見通し等を把握

し,課題を明らかにする。

②今後の住宅政策の方向性の検討

さらに,具体の住宅・福祉連携プロジェクトの運用過

程の変化を把握し,住宅政策と他の領域施策が,自治体

行政の中で連携・複合する「総合的な居住政策」の展開に

向けた方向性を模索する。

なお,本研究における「連携」とは,最低限,住宅部

局と福祉部局等の異なる部局間で,何らかの協議を必要

とする施策の実施方法を指すものとし,「連携施策」と

は,そのような方法により実施される施策とする。

2.高齢者等対応住宅政策の変遷と福祉政策

日本において,「人口の高齢化」が政策の前提条件と

して認識され始めたのは,1980年代半ばである。1986

年,長寿社会対策大綱が閣議決定され,様々な政策領域

において,高齢化社会・高齢社会の到来を前提とした取

り組みが始まった。各種資料や当時の国の政策担当者へ

のインタビューにより,その後の住宅政策における高齢

者等対応の変遷を示したのが,表2-1である。高齢者福祉

政策の変化とともに,以下のような高齢者等対応の住宅政

策の目標および対応の変化がみられる。

①高齢者住宅のモデル的な展開(住宅供給の多様化)

1986年度から始まる第五期住宅建設五箇年計画において,

初めて,高齢化の進展に対応した住宅施策の方向が提示さ

れた。当時,住宅供給の量の確保から質の向上(住宅規模

の拡大),さらに住宅供給の多様化へと課題が変化した時

期にあり,この段階の住宅における高齢者への対応は,

「多様な課題への対応」のひとつであった。

その後,いち早く取り組まれた地域高齢者住宅計画

(1986年度)は,1983年度から始まった地域住宅計画

(HOPE計画)の流れをくみ,「人口の高齢化」という地域

特性に対応した自治体住宅政策の展開のモデルとしての役

割が強く示されていた。その翌年からスタートしたシルバ

ーハウジング・プロジェクトも,「公共住宅供給モデルの

提示」として展開されており,将来の高齢社会に対応した

住宅施策という観点は乏しかった注2)。

②量の確保(高齢者住宅供給の本格化)

1990年代に入ると高齢者住宅政策は「量の時代」に移行

した。1989年,当時の厚生省が高齢者保健福祉推進十か年

戦略(ゴールドプラン)を策定し,福祉行政においてよう

やく「将来に向けて計画的に取り組む」体制が整えられ始

めた注3)。同時に,日本経済はバブル期に突入し,大都市

部等で高齢者の不安定居住が社会問題化した。これに対し,

豊かな財政のもと,高齢者住宅・居住施策が各地で一斉に

展開された。1991年度から始まった第六期住宅建設五箇年

計画では,住宅建設の目標に「高齢化社会への対応」が加

わり,高齢者居住の一般化を前提とし,増加する高齢者に

どのように対応するか,が大きな政策課題として示された。

この後,高齢者住宅の供給メニューが拡充され,住宅のバ

リアフリー化を推進するための施策が生まれた。

③質の向上(住宅における長寿社会対応の普及)

1995年,建設省(当時)は長寿社会対応住宅設計指針を

公表し,高齢社会に対応した生活基盤の整備に政策の重点

を移した。直接供給から供給誘導への住宅政策の転換,景

気対策として住宅金融公庫融資の拡大等が背景にあり,公

庫融資基準の改定と住宅生産体制への波及により,一般住

宅(新築)のバリアフリー化が進展した時期であった。

一方,この時期、高齢者福祉政策では目標値を引き上げ,

特別養護老人ホーム等の施設整備を強力に推進した。

④市場の整備や活用(「早めの住替え」への対応)

2000年介護保険法が施行され,高齢者福祉サービス供給

が民間に移行し,利用者の選択が尊重されるようになった。

一方,住宅政策も市場基盤の整備に重点が置かれ,両者の

対応関係に変化がみられた注4)注5)。2001年に高齢者の居

住の安定確保に関する法律が制定され,住宅市場における

高齢者対応のルールが提示された。2001年度からの第八期

住宅建設五箇年計画では,少子化対策も含め,環境整備が

施策の重点となり,民間による高齢者住宅の供給基盤を整

えるための施策が相次いで整備された。これらは,2003年,

厚生労働省老健局長の私的研究会(高齢者介護研究会)に

より報告された「2015年の高齢者介護」の「早めの住替

え」に対応したものであり,住宅供給や情報提供体制整備

に係る施策が,国土交通省において新たに構築された注6)。

⑤住生活の安定向上

2006年,国土交通省では住生活基本法,厚生労働省では

改正介護保険法とほぼ同時に両者の政策の新しい枠組みが

整備された。住宅は住生活をめぐる様々な施策分野との連

携をめざし,一方,高齢者福祉は地域におけるケア体制の

整備を重視する方向を打ち出した。これらを背景に,住宅

政策と高齢者福祉政策の新たな連携関係が検討され,中に

は両省の施策領域に重なりを持っ部分も生まれている注7)。

以上のような変遷をみると,高齢者等対応住宅政策は

戦後から続いてきた日本の住宅政策の変遷を約20年余

でたどってきたことがわかる。また,その過程では,常

に高齢者福祉政策との連携を考慮した対応がなされてい

たわけではなく,社会状況の変化に応じ、それぞれが大

きな変化を遂げて今日に至っていることがわかる。
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表2-1高齢者等対応住宅政策,高齢者福祉政策の変遷

      西麿(隼度)蔑齢諸騨麟臨盤宅藏簸葛齢奢福甦敵簾(墾禽)シルバーハウジング醐屋
      1980

      代*庄薯の螢の充疋一居住」衣峰の句1.多麟誓1ごβが陶き鱈めた鱒」鰐。綴拶催の反硬力囎1975隼中野区老人アパート覇粟
      1983享地域住宅計画(HOPE酎画)沿77隼都市型特別餐護老人ホーム(デイサービスセン
      痢庄薯雛羅会轡φ1こ4瀦化の蒼麓への鋤力墜秘動るター併謝
      81985隼中央社会保瞳劉度審議会「老人福祉の在り方
      !について」網筐薯ヴーどズ傘翻の磁

      1986～『一一一闘剛一一一四脚一一1畏簿社会対策大網匿
      雛』靭往誰齪五欝年評暦アー一一一一一______』
      ⇒φ属騨身置静、三望κ1囎躍静菱瑚鍛とした居住ポ躍の齪.灘¢の蒼麗κ対熔乙た慮
      欝の方句の狸示離ただし.位塵づγナぽズ多鏡な躍欝へのカi劔
      地域高齢者住宅貫十画策定事集の鰯設
      既設公嘗住宅高齢者向けの住戸改善(公営)

      モ高齢者・身体瞳書者用設備設置工事への鶴増融資(公庫)一1『「一.幽一」
      一       1987デシルバーハウジング・プロジェクト社会福祉士法・介謹福祉士法「シルバーハウジング・プロジェクトの案施
      ルについて」建設省住宅局・暉生省社会局
      的畏適遼

      1989な生涯学習のむら
      展親孝行ローン(公庫)     關

      一一一一一一一　旧一一.匿.一皿.㎜.一..一一一一一一一一一一一一一一r-一一一一一一一

      1989一萬齢者保健福糧建進十か年戦賂(ゴールドプラン)
      1990一一一1-一.r-一四・一一一一一一一1「一一L一圃一㎜一シニア住宅供齢撲進薯彙(公団・公社)捲複八法改正「高齢者世誌付住宅(シルバーハウジン

      ケア付き高齢者住宅(公庫・土賃)⇒蓬薯腰盆鹸の着定勉グ)生活擬助員派還寧璽の案施について」
      高齢者の住みやすい住宅増改蘂・介謹搬器相談制度(厚生省・建設省)ケアハウス、葛齢者生活福徴センター(規生活支援ハウ[異施要綱]大臣窟房老人保健福祉部畏

      ～'ス)鰯設遜知老福第168号)

      '

      1991ノ六五画
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      實轟鰐煙碓圃ま贈オ臣療紹か6.増

      方璽響鰯遷への屠超に夢務鯉理の8理危
      縄5麟置「岱薯躍ぬ3碗κ以ノの鋤撃を

      '醒籾

   
   

●陰

      2001～八五圏
      '⇒rひぎひぎとムた少子・濁翻趨}」会iξL芝オる屠住鷹鐙の婁罐ノが淫躍麗の昂蟹の2つめの㈱こ

      愈潔つぎ.鍔亡鍔の薦黛を鐙盤ずるととる1孟房鯖層やデ瀞τの乙やずひ鷹堤璽働購の援
      達〆脚わる。
      窩齢者の屠住の安定確保に闘する法鐘
      高齢者が居住する住宅の設針に係る指針籔定、終鋳建物貧貸借制度、高齢者向け優良
      賃貸住宅(法に墓つく)

      市高齢者向け返済特倒制度(リフォーム融翼)(公庫)
      一一「一.一一一一一一一.一.一...一一一_一一一rr-一一一一一'一一一一伽一一一　一一

      2002場ハートビル法改正高齢者住宅等安心確保蕩璽(高齢奢
      の高齢者の入居を拒否しない住宅の壷録飼度・憲貿債務保齪制度世盤付住宅(シルバーハウジング簿)生活
      整橿勧鐙濠避事舞の絹留え)
      備容シノレノf一ハウジンク諺～タ邸ζ乱蜥1聲
      や

      2003活高齢者の入居を拒吾しない賃賃住宅の登録・閲覧渕度介謹予防・地域支え舎い事璽
      用r2015隼の高齢者介護」報告3摩のの庄み欝えノ夢

      塘し`唯認りが錘謬まカる

      200尋「新たな住宅敢策のあり方について(建罐)」

      2005高齢者奪用貿貸住宅改正介護保険法・改正老人福微法藁
      地域住宅交付金・地域住宅計画施殴鶴付の晃薩し4病テノ幻スハの糊響爾擢ヵ鱈該る

      ～公的賃賞住宅制度の改革(公欝住宅の瞥理主体拡大.補助覇度改葦、入屠責椿緩和、管理代行簿)
      '嘱

      2006'ハリアフリー,の劇(ハートヒル法の鹿止)正護行・域叉
      ノ住生活墓本法鯛定、住生活墓本計画予防重視(地域包括支援センター、地域支橿享集)、地碑堂渚麓動薦擢堺饗を増」殿擾謬聡・憂

      尋僅主者の」窮ぎの薩架愛ひ陶まの認遼を8瘤した法鼠嘉への移行。だ玄著蚕本評画てrな.襯域密藩型サービス慮L・羅露・その磐の轟翼κ位置:づノプr励町甜が
      住の一つ1ζ鷹プる鹸分野との遭擦1こよる£皆5クな藤慶勧が遊麗づ輪外部サービス剥用型特定施殴、壷舎高奪賃の特定施設増艇の契働こκ乏∫τ驚する在窟轟鍵てrある
      生化、有料老人ホームに関する規劉の見直しため、生彦醐燭の澱な錫広㈱磯

      活のあんしん賃賞支援事婁地域介腰・福祉空間整備等交付金の毘直しκ。公愛≠窮一号禦麗響ノ
      2007安住宅パリアフリー改罎促進親制の劇設(駈得親・固定資産撹)地域ケア体飼整{韓葺懇
      定医療法人の付帯粟務の拡大(有斜老人ホーム・高奪翼)
      向住宅セーフティネット法高齢者佳宅支橿員研鰹等謬璽、孤立屍ゼロ・プロジェク
      上ト

      一一

      一.-2008　一罰一一闇一」一一一一一一`一一圃一一一.安心住空間翻出プロジェクト一『.一一　「「安心住空間鰯出プロジェクト.一一一
      地域住宅交付金における福祉・医療との遼携強化
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3.自治体における往宅・福祉連携施策の翼態の把握

3.1自治体における連携施策の概況

現時点の自治体における連携施策として,全国の多く

の自治体で取り組まれてきたシルバーハウジング・プロ

ジェクトを例に,取り組み状況を概観する。

2006年3月末時点までに管理開始されたシルバーハ

ウジング・プロジェクトは,全国で821団地21,994戸

あり,事業主体数は219団体(都道府県34,市(区)

町村184,都市再生機構1)である文4)。

その内訳を事業主体別にみると,政令指定都市が

14/17団体,中核市が26/35団体,その他県庁所在市が

11/15団体である注8)。これらの団地をみると,政令指

定都市には4団地以上の事業量の多い団体がある一方,

その他市町(地方圏)は8割(59/72団体)が1団地の

みとなっており,大都市圏に比べ,地方圏は自治体あた

りの事業の取り組み件数は少ない(図3-1)。

整備された住戸数の上位10団体をみると,最多は東

京都の4,110戸,ついで横浜市の3,194戸となっている。

首都圏・近畿圏の一部の大都市に供給が偏っていること

がわかる(表3-1)。

っぎに,事業の着手年度(シルバーハウジング承認年

度)別に自治体数・住戸数をみると,新たに事業を開始

する自治体は大都市から中小の都市に広がっているが,

近年は新たに事業に着手する自治体数や供給される住戸

数が減少している(図3-2)。
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図3-1事業主体別シルバーハウジング団地数
(2006年3月末時点の管理開始団地・住戸)

表3-1事業主体別シルバーハウジング住戸数(上位10団体)

        都道府県団地数住戸数市町村団地数住戸数

        1東京都14641101横浜市1193194

        2一一　3兵庫県412072一一一一}『6842神戸市26-一一}121437        一愛知県一一一一1　343川崎市一一一一一551
        4大阪府144204大阪市18336
        5北海道71615世田谷区13284

        6神奈川県51136熊本市4277

        ..ヱ8徳島県一一」11109-76ユ8豊中市一一一一§10231一一一230        鹿児島県11名古屋市
        9栃木県4709相模原市6205
        10福岡県36810尼崎市5180

(2006年3月末時点の管理開始団地・住戸)

図3-2シルバーハウジング事業着手年度別自治体数
(2006年3月末時点の管理開始団地・住戸)

3.2自治体の住宅福祉連携施策の実態

自治体における住宅・福祉連携施策の実態把握のため,

自治体へのアンケート調査とインタビュー調査及び,具体

の事例に関する調査を実施した。

1)調査の概要

シルバーハウジング・プロジェクト等の住宅・福祉の

連携施策を実施している市町村を対象とし,高齢者住

宅・居住政策の状況,住宅と福祉施策の連携の実態や問

題点を把握し,これからの住宅・福祉を中心とした連携

の可能性や課題について考察を行うことを目的とした。

①アンケート調査

1987～2006年度までに住宅・福祉の連携施策(シルバ

ーハウジング・プロジェクト等)を実施した事業主体の中

から全国126市町を抽出し,住宅政策担当と高齢者福祉担

当を調査対象とした(同一行政体における,住宅・福祉

の連携に的を絞り,その実態を明らかにするため,都道

府県は調査対象から除外)。郵送により部局別に2種類

の調査票の配布,郵送またはEメールにより調査票・資

料の回収を行った。調査時期は,2007年7～8月である。

a)住宅部局対象の調査項目

・高齢者住宅施策の実態,住宅・福祉連携の実態,今後

の連携に向けた課題,自治体住宅行政の基本事項

b)福祉部局対象の調査項目

・福祉・住宅の連携の実態,今後の連携に向けた課題,

高齢者福祉行政の基本事項

表3-2配布・回収状況

        都市の種類別配布住宅部局回収率福祉部局回収率両部局回収回収率
        合言十1269071.4腸7357.9監6450.8曳

        政令指定都市17η100.0%17100.0葛17100.0%

        中核市262180.8%1246.2覧1038.5篤

        その他県庁所在市判981.8%763.6鶉763.6鶉

        東京都区市161168.8鷲1062.5%956.3%

        その他市町563257.1%2850ρ覧2136.8%

一206一 住宅総合研究財団研究論文集No.35,2008年版



②インタビュー調査

アンケート調査回答自治体のうち,幅広い取り組みを行

っている大都市を中心にインタビュー調査を実施した。こ

れは,借家居住者も含め居住問題が多様であること,行政

組織が大きく連携するためには組織的な対応が必要となる

こと等から,住宅・福祉の連携における典型的な課題を抽

出することができると判断したためである。札幌市,東京

都(千代田区・福生市),横浜市,川崎市,名古屋市,大

阪市,堺市,神戸市,広島市,北九州市の住宅・福祉部局

を対象とした。なお,アンケート調査対象外だが,市区町

村の施策状況や広域行政の意見を聴取するため,北海道,

東京都も対象とした。調査時期は2008年1月～10月である。

③事例調査

2種類の施策事例について現地でのインタビュー調査

を実施した。調査時期は,2008年4E～10月である。

a)シルバーハウジング・プロジェクト

・調査対象:生活援助員,派遣元の社会福祉法人等

(千代田区,横浜市,大阪市,堺市,北九州市,釧路町)

b)先進的な民間住宅施策

・調査対象:行政・公社・NPO法人等の担当者

(横浜市,神戸市,NPO法人(札幌市,釧路市))

2)連携施策の実態

①高齢者対応住宅施策数

高齢者に対応した住宅施策数(施策名は表3-3,表3-4)

は,政令指定都市が最も多く,8以上のメニューを有する市

が約半数を占めている。一方,その他市町(地方圏)では,

施策数が3つ以下の市町が6割を占め,おおむね大都市ほ

ど高齢者に対応した住宅施策数が多い(図3-3)。

合計
〔n=99)

政令指定都市
(n=17)

中核市
(n=20)

その他県庁所在市
(n=11)

東京都区市
(n=12)

その他市町(三大都市圏)
(n=10)

その他市町(地方圏〕
(n=29)
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      7.1搭12.隅13隅172鮨15.2属

      /ン多4!/8レ上
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      ＼＼ノ!/
      10.O覧200曳15.0鴇20.O漏

      1＼＼＼、＼＼＼、＼＼＼
      182覧9悩36.4箔182謁

      //1//者/1///f///!,!/
      83鴇167%16.7覧25.0箋

      、＼/l＼＼＼、＼＼＼＼/'//鶴陽乗回筈,
      10.O鴇200覧3α0謁10.0箔30璃

      ＼-k＼、＼1、＼＼＼
      20.7箔24嘱138鴇13脇1q3鶉
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・而∫石詣ヨ「ヨ嘱一酊爵1一醸繍圏
図3-3都市の種類別高齢者住宅施策数

②公営住宅における連携施策

公営住宅における高齢者対応施策をみると,全体的に

政令指定都市は多くの種類の施策を実施しているが,そ

の他市町等は実施している施策の種類が少ない。その中

で,シルバーハウジングについで多く挙がっているのは,

「高齢者向け等設計住宅」であり,全体の63.3%を占め

ている。さらに「福祉施設等の合築併設」と続く。「高

齢者向け住戸改善」は政令指定都市では82.4%と高率だ

が,都市の規模が小さいほど実施率は低い。このように,

都市の種類により取り組み状況は大きく異なる(表3-

3)。

っぎに,住宅・福祉の連携状況をみると,福祉部局が

「連携実施」と回答している中では「入居者の選定(対

象は未区分)」に係るものが多いが,住宅部局はシルバ

ーハウジング以外の入居者選定を「単独実施」と回答し

ている。一方「生活保護・家賃減免対応」のような個々の

居住世帯への対応は,住宅部局は「連携実施」と回答して

いるが,福祉部局は一般業務の一部として認識する傾向が

ある。また,同様に,「福祉施設の合築併設」も,連携施

策として回答しない福祉部局が多い(図3-4)。

施策ごとに,具体的な内容をみると,「公営住宅の入居

者選定」に関しては,高齢者・障害者向け住宅等の特定

目的住宅にっいて,福祉部局が窓口となり,入居者の募

集を行う例や,当選者の入居資格の審査(自立の可否

等),入居時の説明等を福祉部局が参加して行う例等が

挙がっている。中には,「DV被害者は,担当課からの

依頼に応じて入居を決定」「シルバーハウジング入居予

定者と面談」「特定目的住宅の入居者選定時の実態調

査」等,積極的に連携を図っている例がある。また,

「生活保護・家賃減免対応」は,生活保護受給世帯の住

宅扶助費の代理納付,家賃滞納者等への対応(家賃減免

含む)等の協議,「福祉施設等の合築」では,建替え団

地を中心に協議を行い,住宅と一体的な整備を行ってい

る。「入居者へのサービス」については,シルバーハウ

ジング以外に,市独自のケア付き住宅への生活援助員配

置,入居者向け介護情報の提供や相談全般,高齢単身者

への巡回相談の実施等を行っている例もある。

③公営住宅以外の住宅における連携施策

公営住宅以外の住宅が対象の高齢者住宅施策は政令指

定都市や東京都区市を除き,全体に公営住宅施策に比べ,

実施自治体は少なく,不明(=未記入)も23.3%ある。

その中で多いのは「住宅のバリアフリー化推進」41.1%,

っいで「地域優良賃貸住宅(高齢者向け)」31.1%,

「高齢期居住の相談・情報提供」27.8%,「民間賃貸住

宅への入居支援」24.4%となっている(表3-4)。

っぎに,住宅・福祉の連携状況をみると,「福祉のま

ちづくり等の計画・事業」「介護保険住宅改修の相談」

「介護保険以外の住宅改善等の相談」等が約1割強の自

治体において連携実施されており,連携施策と回答して

いる住宅部局・福祉部局の比率にそれほど違いはない。

その中で,住宅改修や住宅改善に係る施策は福祉部局単

独実施が,高齢者向け住宅整備・運営や民間賃貸住宅入

居の相談は住宅部局単独実施が多い。

都市の種類による違いをみると,政令指定都市のみ連

携・単独実施が数多く挙がっているが,中核市は取組み
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表3-3都市の種類別高齢者対応施策:公営住宅(住宅部局回答)(MA)

          公営住宅高齢者向け簿毅計住宅シルバーハウジングその他サービス付き住宅葛齢者向け住戸改善高齢者の入居優遇社会福祉事婁簿活用福祉施殴簿の合築併般その他不明
          合計(n=90)63.3%94.4%4.4%34.4%32.2%歪3.3%44.4%6.7%1」%

          11.8%82.4%64.7%35.3%70.6%1t8%0.0%          政令櫓定都市(n=17)82.4%88.2%　一

          「帽.一..中核市(n司9)8尋.2%100.0%1匿..一}『.10.5%.一一回.『136.8%47.4%}...一一でα5%一.一一L一一..9.1%52.6%一.一一一1α5%一一一.一一一一〇.0%          一その他県庁所在市(n=11)63.6%100.0%.L-.　0.0%一一.-27.3%18.2%一...一一」噛㎜一154.5%0.0%一一一一.一一1」0.0%
          東京都区市(n=11》45.5%81.8%0.0%273%9.1%一一.『..0.0%.-36.4%一..一」.0.0%9.1%
          その他市町(三大都布圏)い=7)57.1%100.0%0.0%14.3%14.3%28.6%42.9%0.0%0.0%
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図3-4公営住宅における連携実施施策(住宅部局・福祉部局回答)㈱)
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表3-4都市の種類別高齢者対応施策:公営住宅以外の住宅(住宅部局回答)(MA)

           公営住宅以外住宅のバリアフリー化推進地域優良舞欝住宅(高優賃)その他民間寓齢者向け住宅民間賃貸住宅への入屠支橿持家屠住者の住普え支橿親子同居・近居支援高齢者簿に醜慮まちづくり高齢期居住の相談・惰報提供その他不明
           合醤十(n=90)41.1%31.1%6.7%24.4%2.2%3.3%17.8%27.8%12.2%23.3%

           政令櫓定都市(n=17)腿.7%58.8%5.9%52.9%5.9%0.0%23.5%23.5%            70.6%0.0%

           中核市(n=19)31β%36.8%0.0%15.8%5.3%0.0%5.3%26.3%O.0%36.8%

           その他県庁所在市(n=11)27.3%45.5%0.0%9.1%0.O%9.1%27.3%9.1%18.2%0.0%

           璽京都区市(n畿11》45.5%27.3%27.3%81.8%O.O%18.2%36.4%36.4%18.2%0.0%

           一置.■その他市町(三大郵市圏)い=7)28.6%14.3%0.0%0.0%.-1-.0.0%0.0%14.3%.r-一一.一.14.3%・-14.3%一「28.6%
           その他市町〔地方圏}(n=25)40.0%8.O%8.0%0.O%0.O%0.0%12.0%8.0%8.0%4ao%
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図3-5公営住宅以外の住宅における連携実施施策(住宅部局・福祉部局回答)㈱)

自体が少ない。一方,その他市町(地方圏)は住宅改

修・住戸改善や福祉のまちづくりに関する連携施策を実

施していると福祉部局が回答する比率が高い(図3-5)。

3)自治体内の連携体制

①居住実態の把握

居住実態の把握状況をみると,住宅部局では「未記

入」が全体の38.9%を占めているが,それ以外は,ほぼ

住宅と福祉の回答は合致している。居住実態を把握して

いる場合の調査対象をみると,「生活保護受給世帯」

「高齢者」の比率が高い(図3-6)。インタビュー調査

によると,「高齢者」や「障害者」に関する調査は,福

祉部局の計画の策定時に実施される場合が多く、居住実

態に関する項目は調査項目の…部に限られている。

iVl'

60,0㍉40.O曳20、0覧0.on}㌧20.O㌔40.0騎

一蔑齢暑一

　　　　　

醗醗盤麺。翻臨騒擁盤翻
住宅郡局　ホームレス醗羅醗羅翻福祉郡局
(n=90)瞬DV鞍冨脅囲(rr=73)

　　　ん　

睡羅羅盤翻奏講睡羅躍羅麗
醗その飽醗麹

一璽醗溺牽観入歴羅醗醗盤醗翻

　ま　　　ま

図3-6居住実態の把握状況(住宅部局

60.Ok

(MA)

・福祉部局回答)

②協議体制

住宅部局と福祉部局の連携の基盤となる協議体制につ

いてみると(住宅部局回答),一部の政令指定都市を除

き,固定的な体制は組まれておらず,「必要に応じ適

宜」協議している市町が80.0%と大多数である。中に

は「特になし」という回答もある(図3-7)。

定期的な協議の機会としては,政令指定都市で「高齢
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者施策推進会議」等の設置例がある。

この他,インタビュー調査によれば,名古屋市では

2008年度「少子・高齢化社会に対応した居住施策推進

会議」を設置し,高齢者福祉,障害者福祉,子育て支援,

住宅等の関連部課から成る会議を年に数回実施している。

現在,あんしん賃貸支援事業や安心住空間創出プロジェ

クト等を題材に,情報提供・意見交換などを行っている。

また,広島市では2008年度より市民の視線で市政を

行うことを目的に,市の「規則」により,6つの施策領

域(平和,男女共同参画,高齢者,障害者,こども,エ

ネルギー・温暖化対策)ごとに関係する複数の部局によ

る総合推進組織(クロスセクション)を設置している。

住宅政策課は高齢者,障害者,こども,エネルギー・温

暖化対策の組織に参加し,情報交流や重点施策の検討等

を行っている。ここに位置づけられた施策は各部局の予

算編成時に特例ルールの適用が可能となっている。

またこの他,特別な組織は設けないが,「あんしん賃

貸支援事業の検討で関連課と情報交換できることは住宅

政策全体にとってメリットが大きい」との意見もあり,

住宅セーフティネット施策の検討にあわせて,関係する

福祉部局等と,協議する場を設けている自治体もある。

O%20%40%60%80%100箔

含言十(n=90)

政令摺定都市(n=17)

その他贈酷布幽羅羅嚢藪遜翻醗醗褻翻

/

中核市(n=19)3

/
/

麟になし

必璽に応じ籔蜜＼

く　ニ　の

購区市_睡翻懸翻醗羅蜜ヨ
その他市町(三大都市圏)

(n=7)

その他市町(地方圏)
(n=25)

    //'''
    286巽

    ＼・＼、＼、
    二・喀

1
」

開始する例等が生まれている。
(閉A)

表3-5高齢者保健福祉計画等の高齢者住宅・居住環境施策

留麿齢壷閲遼藁務の紹綴あリロ定期的協縷の旛金あり

        福祉部局回答合計〔n=73)公営住宅の高齢書向け住宅シルパーハウジング麹自のサービス付き公営住宅公営・高齢誉の入屠優遇公當・福祉旛毅の舎籔併設住宅改修の相瞳・憤報擾供その他住宅改選への支擾        39.7%72.6%2.7%9.6%2.7%47.9%64.4

        地域優良貿貸住宅偶優賃)艮間賃貧住宅への入屠支擾持寒屠住者の住蟹え支擾親子同屠・近居支擾高齢暑等に蕊慮したまちづくり高齢期居住の相畷・惰報撮供その弛
        26.0%16.4%6.8%5.5%47.9%20.5%4.1

口協議ルール・担当奢殴定

口特になし

ロ不明

留必要に」志じ趨二直
ロその他

図3-7都市の種類別福祉との協議体制(住宅部局回答)

アミ掛けは50%以上の項目

③計画策定における連携

っぎに,最新の高齢者保健福祉計画や介護保険事業計

画に記述されている「高齢者住宅・居住環境施策」の内

容をみると,「シルバーハウジング」や「その他住宅改

造への支援」「住宅改修の相談等」「高齢者等に配慮し

たまちづくり」等の居住施策の記述はなされているが,

その他の公営住宅関連の記述は少ない(表3-5)。

これら計画の策定では,策定委員会の庁内組織に住宅

部局が参加するケースは多いが,「住宅は多様なテーマ

のひとっなので,その場では方針の確認やお互いの計画

の整合を図ることが主で,新たな課題認識や施策立案に

つながることはほとんどない」のが実態である。一方,

住宅部局の計画策定委員会では,福祉専門委員の発言が

契機となり,福祉側と一体となった情報提供体制の検討

が行われたり,「住まい」という視点で本質的な議論を

4)今後の連携に向けた課題

①住宅部局からみた連携の評価

シルバーハウジングをはじめとした福祉との連携施策

に対する住宅部局の担当者の評価をみると,「福祉部局

との協議が容易になった」「高齢者配慮設計のモデルと

なった」は,「ある程度いえる」が40%超あるが,

「民間高齢者住宅事業の誘導等に影響」や「障害者や子

育て世帯等,福祉的対応の応用」については,連携効果

は認められていない(図3-8)。

②福祉部局からみた連携の評価

つぎに福祉部局の住宅部局との連携施策に対する評価

をみると,「住宅部局との協議が容易になった」「見守

りサービスの重要性を認識し参考になった」にっいては,

30%程度の評価があるが,その他のモデルとしての役割

にっいては,「あまりいえない」や「いえない」が多数

を占めている(図3-9)。
ONles1り」1ca40stos脇、la、Eas5eslca、

福祉郎局との機議が
容易になった

高齢奮配慮般計の
モ予ルとなった

萬齢入居者に対応した
住宅管理ノウハウを得た

民間萬齢者住宅事璽の
騰溝簿に影響を与えた

障審奢轟への対応に
応用できた

匝登いえる蹄る程度いえる略まり塑ない・幽
図3-8連携施策の評価(住宅部局n二90)
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住宅齢局との脇繕が
容錫になった

高齢者馨住鹿般整備の
モデルとなった

見守りサービスの量璽性を
認臨した

民聞萬齢看層住施設導象
の措導の勢考になった

障轡者篤の居佳支擾策に
応用できた
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図3-9連携施策の評価(福祉部局n=73)

③今後連携が必要な事項

今後,住宅部局が福祉部局とさらなる連携を図るべき

施策をみると,「民間住宅への高齢者等の入居円滑化」

が最も多く,っいで「バリアフリー化の推進」が多い。

一方,福祉部局が連携を図るべきと考えている施策の
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中では,「住生活等に関連する情報提供・相談」が最も

多く,ついで「高齢者等向け住宅・施設の整備誘導」

「バリアフリー化の推進」「高齢者等対応の街づくり・

基盤整備」となっており,情報提供以外は,ハードの整

備に関する項目が多い。住宅部局に比べ,「住生活等に

関する情報提供・相談」や「高齢者等向け住宅・施設の

整備誘導」の比率がやや高く,「民間住宅への高齢者等

の入居円滑化」については,連携が必要な事項としての

認識が少ない(図3-10)。
80,0晃600易400艶20,0瓢OO覧O箔200箔400×600覧8001

醗睡羅圏蟹1バリアフリー化の推進瞬翻聾羅灘

睡璽蕩潔麗濾藷'睡醗離羅躍
麗睡翻子育融醗階宅'隆
一國關住瑠難翻一
睡醗團多様父議灘醤睡圏麺
騒翻蟹住箒講鷹る國一

圏爾雛盤街づくり醤盤羅囲
團その他1

住宅部局(n=90)福祉部局(n=73)

図3-10連携が必要な事項(住宅部局・福祉部局回答)(MA)

④今後の課題について

住宅部局の自由記入回答(合計64市町が回答)によ

ると,福祉部局との連携の課題としては,「連携体制の

拡充」を挙げるものが30市町と最も多く,現状の連携

体制が十分でないことを示している。その前提となる

「連携目的の明確化」や「連携効果の確認や情報化」

「連携目的の共有」等,連携の目的や効果が相互の共通

認識となっていないことが推測される。それと同時に,

「連携の前提となる基本方針・前提条件からの見直し」

を図ることが課題と回答する自治体もあるように,具体

のプロジェクト実施等の連携以前に,両政策の理念の共

通化が重要であり,そのためには政策のより上位のレベ

ルにおいて,連携の目的や必要性を明らかにし,それに

添った役割分担や体制づくりを行うべき,との意見が政

令指定都市や中核市等で見られた。その他,具体的な連

携に関しては,「連携手段の拡充」や「連携相手の拡

大」等を課題とする自治体もみられ,その前提となる

「情報交換の推進」「相互理解」等,相互の施策に関す

る情報,具体の施策対象者に関する情報の交換等,日常

的な交流の必要性を認識している自治体もある。

一方,福祉部局から見た住宅部局との連携の課題(合

計38市町が回答)にっいてみると,住宅部局と同様に,

「連携体制の拡充」に係る課題を挙げる市町が最も多い。

しかし,その内容をみると,組織体制に関するものより

も「連携の柔軟性」や「迅速な対応体制」「協議のため

の体制」等,取組み方に関するものが多い。また,「情

報交換」の必要性も認識されている。その他,「住宅は

ハード,福祉はソフト」という業務分担に対する疑問の

声もあり,住宅部局よりも,より実質的な(形式的でな

い)連携を望んでいるものと思われる(表3-6)。

その他,住宅部局と連携すべきテーマとして挙がって

いるものをみると,「子育て世帯が住みやすい住宅や施

設の整備」「低所得で保証人のいない人でも入居できる

住宅の確保」「家族関係が悪化した高齢者やDV被害者

が避難できる住宅の確保」等の住宅セーフティネットの

整備に関するもの,介護保険の「住宅改修」に関する相

談,「福祉のまちづくり」など,公営住宅施策以外の幅

広い施策がある。その他,「総合計画の改定作業の連

携」「生活援助員の声を反映したマニュアルづくり」等,

これからの取組みを挙げる自治体もある。

表3-6連携の課題(住宅部局回答・福祉部局回答)(閉A)

             囹苔1運携目的の明醸化2基本方針導、離提条件からの免直し3運携効果の建認・摘鰻化4連携目的の共有5運携6連携手段の拡体鯛の拡充充7連携相手の拡大・岡選択8役劇分担の明破化9情綴交複の推逡10相互理解11その勉平均誤國蝕(1自治体あたり)
             住宅部局比率(バgo)2343573033644102             256嘱44鴨33脇56%78魅333魅33%33鴨67%44魅44%

             福祉部局比串(rF7の3一41%455%響一一OO%4-　-55%7,06             一〇〇舗OO脇一一68%178%96鴨14鵯110魅

4.ケーススタディ

本章では,前章でみた各自治体の住宅・福祉部局連携

施策のうち,代表的な施策領域について,具体的な取り

組み状況の把握や分析を行う。

4.1高齢者向けサービス付住宅の供給

まず,高齢者向けサービス付住宅供給施策として,全国

の自治体が取り組んでいる公営住宅等におけるシルバーハ

ウジング・プロジェクトを採り上げる。

1)シルバーハウジングの実態と変化

まず,シルバーハウジングの最近の変化(福祉部局回

答)についてみると,「特に変化はない」が41.4%と最多で

あり,特に,その他市町においてその比率が高い。変化が

ある場合の内容についてみると,「既存入居者の変化」が

最も多く35.7%を占めている(表4-1)。自由記入欄の回答

をみると「居住者の高齢化に伴うサービスの必要性の:増

大」「求められるサービスの変化」「福祉サービス以外の

多様なサポート必要性増大」等が挙がっている。

このような変化に対し,現在,生活援助員(以下,LSA)

を派遣する上で問題となっている事項のうち最も多いのが

「入居者間のトラブル」,ついで「一般住戸との関係で理

解が得られない」となっている。「入居者間のトラブル」

は,シルバーハウジングに特定した問題ではなく,自治会

や住宅管理担当等が対応にあたるのが一般的であるが,

「シルバーハウジングにはLSAがいるために苦情がくる」

状況があり,「福祉サービスならば派遣元の社会福祉法人

に相談できるが,入居者間のトラブルについては相談・解

決できる仕組みがない」等のLSAからの意見もある。従来
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の住宅管理や高齢者福祉の領域をいずれも超えた高齢者集

住形態特有のコミュニティコーディネート機能が求められ

ており,今後,高齢化が進む団地では共通する課題である

ともいえる。

このような状況を反映し,「住宅部局との連携不十分」

も問題のひとつになっているが,主に事業団地数の少ない

自治体に多く,「モデル」としての位置づけのまま,忘れ

去られている可能性がある。一方,「LSAだけでは対応が困

難」や「一般住戸との関係で理解が得られない」という問

題は,事業団地数の多い自治体に特に多く,入居者の高齢

化に伴うサービス機能の向上と大都市の高齢者の公営住宅

需要の多さに対応したシルバーハウジングの一般化が課題

となっているものと思われる(図4-1)。

表4-1都市の種類別シルバーハウジングの変化㈱)

         福祉錦局回筈既春入屠奢の慶化斬耀入鰯者の変化団地住民閻の支撮・関係の蛮化埴域からの支橿・圏係の変化伎宅管理状況の変化その勉の蛮化特に変化1まない把竈していない
         合計(n=70)35.7%2.9°8.6%4.3%14%24.3%41.4°4.3°

         疎令指定翻市(n皿15)46.7°0.0°6.7°133%o.o%'333°40.0°6.7°
         一1中核電〔n=11〕27.3°0.09.100%9.1%273°45.5°0.0
         その勉黙庁所在布(n=7)57.1143O.0°0.0%00%143%42go00°
         一一東京穆区市{n=10}50.DD.D°1D.O0.0%00%5◎.000°10.o°
         その飽市町〔三大趨市陶{炉8)12.5°12.512.5125%O.0%00°62.512.5
         その他市町〔地方圏}1甲2叫26.3°00°10.50.0%O.0%15.8°52.6o.o°

合計
(n=70)

1団地
(n=46)

2団地
(n=8)

3団地
(n=9)

4団地以上
(n=7)

O% 20% 40% 60%

アミ掛けはSOgS以上

deo%100%

//理解が鰯られにくい/

「麗宅鰯・麟不午努　一『'　一一・入居者間の・所・…覇麗]
MLSAによる対応だけでは困難口LSAの役翻・簗務の変更が囲難

1圖一般住戸との関係で理解が褐られにくいa新規入居者の理解が不十分

畢饗騨膿上困難』その他__.一一_.1

4-2)。

っぎに,LSAの派遣事業は,それまでの国の補助事業から

2006年度より介護保険の介護予防・地域支i援事業の一部に

組み込まれた。しかし介護保険に移行せず,自治体単独事

業のままとなっているものも32.9%を占めている。特に,

1990年までに事業着手した自治体には,自治体単独事業の

比率が高く,制度要綱の改定も行っていない自治体が多い

(図4-3,4-4)。しかし中には,LSA業務が地域支援事業

の一部であることを根拠に,協力を要請し,地域包括支援

センターとの連携を深めている自治体もある。

一方,住宅管理においては,シルバーハウジングも一般

住宅と同じ方法で業務を行っている自治体が多い。例えば,

シルバーハウジングの入居者の状況把握をみると、一般住

宅と同じ方法で行っている自治体が大多数であり,「住宅

管理部局による個別把握」「福祉部局が把握」等は少ない

(図4-5)。入居者の募集選定方法(公募・抽選),入居後

の管理業務も,インタビューによれば一般住宅と同じ方法

で行っている自治体が多い。

O%20%40%60%80%100%

25,7%
合計

その他,67.1%3'
(n=70)

葡翻磯住宅
～1990年
(n=7)

1991～95年
(n=28)

1996～00年
(n=21)

13.3%「
2GO1年～

一その他73.錨
(n=15)

踵団靹・SA住宅.咽塑:般壁・その伽不囲
図4-2事業着手年度別生活援助員の居住場所

表4-2LSA・サービス提供の変化と特徴(事例)

図4-1事業団地数別生活援助員配置上の問題

2)制度・体制の変化

これに対し,各事業主体の取り組み状況の変化をみると,

LSAの居住形態は,1990年までに事業に着手した自治体ほ

ど,「団地内LSA住宅」と「団地内一般住宅」をあわせた

LSA居住型の比率が高く,逆に,近年,新規に事業を開始す

る自治体ではLSAが居住しない派遣型(「その他」)を採

用する傾向が強い(図4-2)。インタビュー調査の対象とな

った自治体の中には,当初のLSA居住型を派遣型に変更し

ているものもある。その理由は,主に「業務の負担が重く,

居住型ではLSAのなり手がいない」が多いが,一方,「地

域で利用できるサービスが充実した」ことから,シルバー

ハウジングのサービス全体を見直したという例もある(表

      自治当初の現在の

      体の事簾タイプ管理圏鰭タイプ慶更軍度サービス体閣の変化と特鍛
      蒼手閥萱団地)年農
      年度

      1988LSA居住2002LSA居住当瞭・緊急遜穏の受憺(バックアップ)を施毅から市全体

      型型団地は窒のセンターへ変更(自治体全体の変更)
      更なし・LSAが自治会の世話役も担う

      1991LSA居住1993LSA派遣㎜・デイサービスセンター運嘗法人の変更に伴い、滋
      型型〔墨)遣元法人の交代あり

      宿直〔夜)・居住LSAの退去により諏遣聖(複数交代鯛)へ移行

      1994LSA派遺2(X凋LSA派遣当眩・当初からの派還型タイプ〔他団地は居住塑から切

      型厨型〔墨)団壇は変り習え中)
      宿直(碗宿直(夜)更なし・LSAは施設介謹職員を藻務

      1997LSA派遣1999LSA派遣不明・LSA複数交代翻、施設職員(曙託)を簸務

      型型(複蝕藻・夜間の緊急対応は近隣に屠住する絶設職員が支擾
      〔1人奪任)任)する場合あり

      2005LSA派遺2006LSA派遣変更・LSAは併殴する絶毅を運営する襯0法人職置が担う。
      型型なしコレクティブセンターの運営〔小規模多機能聖居

      宅介護・介謹予防寧難・地域住民の交流事案・地

      域の見守り等)も異施

      

      1992LSA派遣第1LSA派遼㎜・派遣日数を濠らし、地域とのつながりを強化。緊

      型弩型急時の対応ルールを厳密化

      (週5日・全1995(遇2日・半・1人のLSAが同じ地区内の複数団地を担当.緊惣時
      副年～日30戸以の応援体舗、研鰯俸鋼等整鯖
      く自治体共下の場含)2007・市内シルパーハウジングのLSA婁務の婁託を社会
      通の方針〉福祉法人1か所にしていたが、地域包支撰括セン

      ター併設団地等については各センター運営法人へ

      の委託に変更
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3)対応

合計
(n=70)

～1990年
(n=7)

1991～95隼
(n=28)

1996～OO年
(n=21)

2001年～
(n=15)

O器20漏40瓢60睾680ヲ610(}駕

     //32.9鶉,/
     ;.429鶉不隅

     ＼鼻治騨獺彙＼＼
     ■39.3鶉

     介護保険・地壕支擾轟簗そ(6他

     ●,!76.2鷺、＼、「〆
     lll76易

匪壁の地厳擾鞭゜帥騨独顯゜その他一璽1

図4-3事業着手年度別生活援助員派遣事業の位置づけ

0撃も20うら40ts6CM80fも1〔}0客

～1990年
(n=7)

改定あり
1991～95年
(rF28)

1996～00年
(n`-21)

2001年～
(r=15)

,餓・翻麺轟翼==巫:翠蕊
167X

なし66隅33.BS
＼

＼＼

       393秘.6

       429叉/!/＼
       57悩

       

       35.7慨/〆

       57幌

       

[亘ありロなし一呈画

図4-4事業着手年度別生活援助員制度の改定の有無

合§十
(n=88)

～1990年
(n=6)

1991～95隼
(n=37)

1996～2000年
(n=28)

ON20×40覧60%80鴇100ts

せぞぽ　が　ガぱ　

2鵯7睡羅羅纒灘羅羅唖璽麗羅
1。噸饒と陥5襯鯛醗露。餓麗鯛が酬購冒南副
L___一一」

図4-5事業蒼手年度別入居者の状況の把握

様々な課題を抱え,自治体のシルバーハウジングの取り

組み方も様変わりしつつある。高齢者のひとつの居住タイ

プとして公営住宅の中で一般化を図ろうとしている自治体,

公営住宅建替え事業の中の住宅メニューとして定着させて

いる自治体,さらに,別の形態に発展した自治体等が現れ

ているのに対し,モデルのまま変化していない自治体も多

い。また,これからの整備計画(住宅部局回答)によると,

新規整備の計画があるのは22.2%の自治体に過ぎず,その理

由として49.1%が「公営住宅事業が少ない」と回答しており,

福祉側の事情よりも,住宅政策全体の変化(公営住宅事業

量の減少等)によるところが大きい。

このような状況の中で,シルバーハウジング運営上の問

題を認識し,解決しようとしている自治体がある。

具体的には,LSAの業務として国の通知に定義されている

「生活指導・相談」「安否の確認」「一時的な家事援助」

「緊急時対応」の変化(軽減・強化)とシルバーハウジン

グ以外の住宅への波及という方向がみられた(表4-3)。

まず,「生活指導・相談」については,LSAのサービスを

地域福祉体制の一部として捉え,地域のネットワークに組

み込む試みが行われている。従来,LSA業務は市・福祉部局

が直接,社会福祉法人に委託し,その法人がLSAを雇用し,

全面的にバックアップを行っている例が多い。このため,

地域の福祉体制との接点が少ない事例が多く見られる。こ

れに対し,各地域の地域包括支援センター等の高齢者福祉

の相談窓口を担う法人を,LSAのバックアップ機関とするこ

とで,様々な地域の資源を活用できるよう,関係付けを強

化する事例が生まれている注9)。

また,「安否の確認」については,シルバーハウジング

運営のノウハウを活かし,団地全体の高齢化に対応しよう

とする試みが見られる。大都市部では特に公営住宅の単身

高齢者の増加を背景に「見守り機能」の重要度が増してお

り,一般住宅にサービスを拡大する試みが生まれている。

例えば,公営住宅居住者等を対象にした「見守り推進員」

の派遣(介護予防施策の一部),市営住宅の全単身高齢者

の見守り活動を行う「ふれあい巡回員」の派遣(住宅管理

代行者(公社)への委託事業)等がある。これらは,福祉,

住宅と所管は異なっているが,いずれも高齢化が顕著な公

営住宅が直面している喫緊の課題に対応するため,自治体

が独自に制度化したものであり,LSA機能の一部の一般化と

いう性格を有している。

「緊急時の対応」は,従来,LSA業務を受託した社会福祉

法人が24時間施設を活用してLSA不在時のバックアップを

行っている例が多いが,夜間対応の頻度の増加,施設側の

人員の確保の困難化等により,外部の警備保障会社等に別

委託する例や自治体の一般施策を活用する例も現れ,業務

の外部化を図る事例が増加している。また,緊急通報の仕

組みのみが付帯するシルバーハウジングの普及型モデルを

展開している事例等もある。

一方,シルバーハウジング居住者の高齢化に対応し,サ

ービスの重点化・強化を図ろうとする動きがみられる。例

えば,高齢福祉部局が主となり取り組まれている「介護機

能強化モデル事業」では,食事サービスや健康相談等,LSA

業務を超えたサービスが併設施設を活用して提供されてい

る。高齢者向け公営住宅の一般解を模索したものではない

が,介護保険を活用した在宅生活継続モデルの開発に活用

されている。また,シルバーハウジングの地域密着化を進

める中で「地域優遇」「要介護者優遇」等,地域からの支

援を受けやすいような入居システムに変更すべきとの意見

もある。このように,LSAが付帯することに見合った役割を

求める意見もある注1°)。

これに対し,住宅部局では,財政難の中,需要量の増大

に対して公営住宅の新規整備が進まない現状があり,あく

までも「住宅困窮者への対応」という位置づけで高齢者住

宅として継続すべき,との意見も多い。

このように地域の住宅・施設の整備状況やシルバーハウ

ジングのサービス体制によって,住宅・福祉部局双方が期

待する役割は異なっており、内容は多様化している。
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表4-3LSA業務の変更・波及事例

   LSA藁務く国交省障労省局長逼知20013)シルバーハウジングにおける取り組み例シルパーハウジング以外の住宅への波及例

   生活指導・相談〈地域との共有〉・壇域の相麟体飼の総み込み〔地域包括支橿センターとのネットワーク強化)横規市・地域包括支擾センターσランチ)の俳毅横浜市、鍋路町

   安否の確認〈箆守りの強化〉・LSA派遣型における褒間禰直の配置千代囲区.北九捌市〈一鍛化への塾き〉「晃守り推進段」神戸市一般公営住宅、災書復興住宅箏の単身高齢轡簿に派遣「生活相談員」川蛸市高齢奢向けの民閥惜上住宅等に娠遺・「ふれあい巡回員」北九粥布布営住宅屠住の単身高齢奢全数に派遣「蔑齢者向け改善住宅」名古膣市高齢奢向けに改蕾住標に閥POを派週
   一時的な寡事援助〈介護保霞簿の活用〉・介護保険の活用支擾すべての自治体・地域包括支橿センターとの運携横浜市他
   緊急時対応〈外濁化〉・緊急通報の曼儒を一鍛施策で対応大阪市・讐輔保瞳会社祷への蚤既(箆灘搬型においても)多数の自治体〈一鰻化への甦き〉緊慧通綴インターフォンを近接する福鮭旛般に接綬(単身・身陣住戸の翰錘奢〉札槻市

   その他〈介護・コミュニティ機饒の彊化〉・介睡サービスの零入(食事サービス・健康禰韻・緊憩時手綾き代行希蟹轡対象)神戸市くコミュニ〒イづくり支縷〉団らん整算での屠住轡・地媛住民との交流支擾千代田区・神戸市袴、団地自治会の世話役の藻務大阪市〈鍵点監髄〉・「萬齢奢自立支擾鍵点・あんしんすこやかルーム」晃守りやコミュニティづくり支擾簿の擬点整鶴神戸市
4.2民間住宅における安定居住への支援

1)民間住宅への高齢者等の入居の円滑化

っぎに,民間住宅を対象とした安定居住をめざした取り

組みをみる。まず,最も多くの自治体住宅部局が福祉部局

との連携を望んでいる「民間住宅への高齢者等の入居の円

滑化」についてみる。国の連携施策として取り組まれてい

る「あんしん賃貸支援事業」の実施に向け,住宅・福祉・

民問等の連携の検討が各地で進められている。しかし,一

部の自治体を除き,取り組みは円滑に進んでいない。これ

は,民間賃貸住宅における入居敬遠の実態・課題が把握さ

れていないこと、居住支援団体の登録が従来の福祉施策の

考え方とは異なること,住宅部局においても,「民間賃貸

住宅市場との接点がないため,情報が不足している」等,

協力体制を確立できないこと等が要因としてあげられる。

一方,自治体独自に検討・実施されている民間賃貸住宅

を活用した安定居住の確保策をみると,新しい連携の視点

をみることができる。例えば,「横浜市民間住宅あんしん

入居事業」では,保証人がいないことを理由に民間賃貸住

宅への入居を断られてしまう高齢者等に対し,協力不動産

店による物件のあっせんと,保証会社による家賃保証(低

所得者には一部助成)を組み合わせた「入居支援」と,入

居時・入居後の「居住支援(関係局・区等の既存福祉施策

の活用)」を組み合わせたものである。既存の福祉等の対

応体制を活用し,協力不動産店の登録・紹介(住宅施策)

と家賃保証料の一部助成(福祉施策)を力口えてパッケージ

化を図ったものであるが,利用実績は制度化された2004年

度から2006年度までの間に890件にのぼり(成約件数),

自力で住宅確保が困難な世帯の居住の安定の確保という点

で効果を挙げている(図4-6)。

2)住生活等に関連する情報提供・相談

つぎに福祉側が最も連携を期待している「住生活等に関

連する情報提供・相談」についてみると,市民の利便性向

上を最優先した住情報提供システムを構築している例があ

る。例えば,一箇所で様々な情報を得ることができるよう

なワンストップ型を目指し,福祉施設の情報も提供してい

る事例,民間同士の連携を支える仕組みづくりを行ってい

る事例,区役所・地域包括支援センターにも情報ネットワ

ークを広げようとする提案事例などがある。しかし,一般

的には,情報・担当が施策ごとに個別化しており,細切れ

になっている問題情報提供が市内一箇所の窓口に集約さ

れており,真に情報が必要な人に届いていない問題等が指

摘できる。前者にっいては,例えば,「耐震改修の訪問相

談はあるが,バリアフリー改修は対応していない」や「新

築やリフォームの相談はできるが,住替えとの比較ができ

ない」等が代表的である。また,後者については,「福祉

の情報は区役所や地域包括支援センター,ケアマネジャー,

民生委員等が直接市民に情報発信(相談対応)するが,住

宅は市に一箇所の相談窓口しかない」等の指摘もある。こ

のような状況から,「住生活等の情報提供・相談」の連携

を福祉側から求められる要因となっているものと思われる。
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図4-6横浜市民間住宅あんしん入居事業の仕組み
(横浜市ホームページに加籔)

5.考察

5.1「連携」の実態・到達点と課題

「住宅と福祉の連携」が国の施策に取り込まれて20

年余が経過しているが,この間,国の住宅政策と福祉政

策は,抜本的な連携に向けた取り組みはみられず,それ

ぞれが社会的な要請に応じて変化を遂げている。

その中で,主体となる自治体の取り組み方には大きな

差が生じていることが明らかになった。多くの自治体は,

高齢化の進展等に対応した計画策定や実施において実質

的な連携を図っていない状況があるが,それは,住宅政

策や福祉政策全体の変化に対して,連携目的の再設定や制

度の見直しが的確に行われていないこと,さらに両者の政

策の内容や変化に関する情報の交流が円滑に行われていな

いこと等が要因と考えられる。

すなわち,社会状況の変化に対して新たな施策の立案

や既存施策の見直しを的確に行うことや,市民の立場で
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使いやすい制度・体制を構築することが,連携の目標で

あるとすると,現時点では,まだ「形式的な協議を行う

ことができる段階」に過ぎない自治体が多く、今後、連

携の目的や必要性の確認,政策理念の共通化等から取り

組むことが必要であると考えられる。

一方で,インタビュー調査対象のような高齢者住宅施

策を幅広く実施する自治体においては,実態・課題に即

した無理の少ない連携施策が生まれ,効果をあげており、

一層の推進が期待される。

5.2今後の展關の方向性と課題

今後の住宅と福祉,さらには多領域との連携に基づく

住宅政策とはどのようなものであろうか。本研究の一連

の調査結果から,2つの課題が明らかになった。

①市民(住み手)のニーズ等の把握と的確な対応

福祉の姿勢として,「目の前の困っている人に,すば

やく,的確に対応すること」を重視する傾向がある。福

祉行政は,市民と直接向き合い,それに対応することが

求められてきたため,市民のニーズや具体の問題認識か

 ら新たな施策に取り組むことが多い注ω。住宅と福祉の

連携を円滑に進めるためには,このような市民(住み

手)ニーズへの対応を重視することが必要である。この

ため,実態やニーズ把握をベースとした部局間の情報交

換を積極的に行い,共通の問題認識をもち,両者の主体

的な取り組みを引き出すことが重要なポイントになると

考えられる。

②地域づくりの観点にたった取り組み

2006年の介護保険法改正以降,高齢者福祉政策は地

域を基盤とした対応体制の整備に重点をおいている。従

来の「高齢者等」を中心とした連携から,「地域」を対

象とした連携に求められるものが大きく変わっており、

シルバーハウジング等、すでにその考え方で見直しを図

る事例も生まれている。このように,今後は地域づくり

の観点で連携を捉えることが重要になる。その際福祉

のみならず,必然的に都市計画・まちづくり・コミュニ

ティ行政等との連携も含めた横断的・総合的な居住政策

が求められることになる。このため,住宅政策も居住者

特性や地域資源に対応した地域ごとの展開,市民と直接

関わる住宅管理や住情報提供体制等におけるきめ細かで

柔軟な対応が求められる。同時に,テーマに即して施策

の実施主体を選び注12),柔軟で多様な連携体制を構築し

ていくことも必要である。

このような取組みを実施するために,地域づくりを総

合的に企画し,調整する機能の拡充が求められる。

<注>

1)「福祉施策との連携」の例として,シルバーハウジング・
プロジェクトとコレクティブハウジング,グループホーム
等の高齢者の新たな住まい方に公的賃貸住宅を活用した支

援を行っていることが記載されている。文献3
2)シルバーハウジングは,当初,公共住宅の多様化のひとつ

として制度化され,「単身老人向け住宅」程度の軽い位置
づけであった(国土交通省担当者:当時)。

3)住宅側から見ると,ゴールドプラン,介護保険法とその改
正によるインパクトが大きい(国土交通省担当者:当時)。
ゴールドプランは福祉行政に「計画」の概念を持ち込んだ
意味で画期的であった(有識者)。

4)介護保険により,高齢者住宅の世界が変わった。厚生
省側からみれば,特別養i護老人ホv-・一一ム・有料老人ホー
ムの次の対応として,住宅の特定施設化という動きが
生まれた(厚生省担当者:当時)

5)すべての自治体(市町村等)で3年ごとに介護保険事
業計画が見直されるのに対し,住宅は都道府県計画
(5年見直し)しか義務付けられていないことによる
影響も大きい(有識者)。

6)改正介護保険法による一連の改革は「2015年の高齢者介

護」の考え方を反映したもの。国土交通省の高齢者住宅市
場整備は,この「早めの住替え」に対応したものである
(厚生省担当者:当時)

7)2007年度より国土交通省住宅局と厚生労働省の4っの
局が参加する「住宅施策と福祉施策に関する勉強会」
が開催されている。また,高齢者住宅支援員研修等制
度,安心住空間創出プロジェクト等が,厚生労働省が
関わる施策となっている(住生活安定向上施策)。

8)シルバーハウジング以外に,LSAを派遣する高齢者向
け優良賃貸住宅等やワーデンを配置する東京都シルバ
ーピア事業等の類似の高齢者住宅がある。なお政令指
定都市・中核市の区分は2006年4月1日時点である。

9)その他,シルバーハウジング・プロジェクトを着手する際
に他都市の既存事例の課題を把握し,LSAの孤立化を防ぎ,
団地コミュニティが地域と融合することをめざした事業計
画を策定(地域の福祉施設を併設し,法人に両方の運営を
委託)する例もある(釧路町)。

10)主に首都圏の大都市の意見。その他の大都市圏や地方圏で
はLSAの負担増を懸念し,入居時は自立した高齢者の方が
よい,という回答(福祉部局)が多い。入所施設の充足度
等が影響しているものと思われる。

11)例えば,「シルバーハウジングの見直しは,福祉側の
発意により検討した」「福祉部局が問題提起しない施
策は連携が難しい」「福祉部局の理解を得るために説
明を繰り返した」等の住宅部局の回答がある。

12)社会福祉法人やNPO法人へ直接,業務を委託(名古屋市,
札幌市等),民間同士の自由な連携を支える仕組みづくり
(札幌市,横浜市等)等,福祉部局を介さずに住宅部局が
地域の福祉資源と連携し,ソフトサービスの提供を行う例
がある。その際,住宅供給公社・社会福祉法人・NPO法
人等の公益法人が関わることが多い。
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